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議案第 48号 

 

   三朝町過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例の設定について 

 

 次のとおり三朝町過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例を設定する

ことについて、地方自治法（昭和 22 年法律第 67号）第 96条第 1項の規定により、本

議会の議決を求める。 

 

  平成 23 年６月 13 日 

三 朝 町 長  吉 田 秀 光 

 

 

 

 

 

 

 

   三朝町過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例 

 

（目的） 

第１条 この条例は、地方税法（昭和 25年法律第 226 号）第６条第１項の規定に基づ

き、過疎地域自立促進特別措置法（平成 12 年法律第 15 号。以下「法」という。）第

２条第１項に規定する過疎地域（以下「過疎地域」という。）内において、過疎地域

自立促進特別措置法第 31 条の地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置が適用さ

れる場合等を定める省令（平成 12年自治省令第 20 号）第１条第１号イに規定する特

別償却設備（以下「特別償却設備」という。）を新設し、又は増設した者(以下「特

別償却設備設置者」という。)に係る固定資産税の課税について三朝町税条例（昭和

45 年三朝町条例第 18号）の特例を定め、もって町内産業の振興を図ることを目的と

する。 

（固定資産税の課税免除） 

第２条 特別償却設備設置者に係る当該特別償却設備である家屋及び償却資産並びに

当該家屋の敷地である土地（平成 22 年４月１日以後において取得したものに限り、

かつ、土地については、その取得の日の翌日から起算して１年以内に当該土地を敷地

とする当該家屋の建設の着手があった場合における当該土地に限る。以下「課税免除

対象固定資産」という。）に対しては、新たに固定資産税を課することとなった年度

（以下「初年度」という。）から３年度分の固定資産税に限り、これを課さない。 
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（課税免除の申請等） 

第３条 前条の規定の適用を受けようとする者は、初年度の初日の属する年の１月１日

現在における課税免除対象固定資産について、規則で定めるところにより同月末日ま

でに町長に申請しなければならない。 

２ 町長は、前項の申請があった場合において必要があると認めるときは、当該申請に

係る事業（以下「事業」という。）について調査をし、又は申請者に対して必要な書

類の提出を求めることができる。 

３ 町長は、第１項の申請があった場合において、前条の規定により固定資産税を課さ

ないこととしたときは、規則で定めるところによりその旨を当該申請をした者に通知

しなければならない。前条の規定の適用がないと認めたときも、また同様とする。 

（変更等の届出） 

第４条 前条第１項の規定により申請した者は、申請内容を変更し、又は事業の全部又

は一部を休止し、若しくは廃止したときは、規則で定めるところにより変更等の事由

が生じた日から 15 日以内に町長に届け出なければならない。 

（虚偽の申請等に対する措置） 

第５条 第３条第１項に規定する期限内に正当な理由なくして申請をせず、若しくは偽

りその他不正の事実を記載して同項の規定による申請をし、又は正当な理由なくして

同条第２項の調査若しくは必要な書類の提出を拒み、若しくは妨げた者に対しては、

第２条の規定は適用しないものとする。 

（課税免除の取消し） 

第６条 町長は、課税免除の適用を受けている者が、次の各号のいずれかに該当する場

合は、当該課税免除の適用を取り消すものとし、規則で定めるところによりその旨を

通知しなければならない。 

(１) 課税免除対象固定資産が消滅したとき。 

(２) 法人税法（昭和 40 年法律第 34 号）第 127 条第１項又は所得税法（昭和 40年

法律第 33 号）第 150 条第１項の規定により、青色申告の承認を取り消されたとき。 

(３) 当該事業を廃止し、又は６月以上休止し、若しくは当該事業を行っていないと

町長が認めるとき。 

(４) 前条の規定による虚偽の申請その他不正の手段により課税免除の適用を受け

たことが判明したとき。 

(５) 町税等を滞納したとき。 

２ 前項の規定によって課税免除の適用を取り消された者は、課税を免除された当該固

定資産税を直ちに納付しなければならない。 

（適用除外） 

第７条 この条例の規定は、三朝町工場設置奨励条例（昭和 45 年三朝町条例第 25号）

の規定による奨励金の交付を受ける者については、適用しない。 
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（委任） 

第８条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行し、平成 24年度以後の固定資産税から適用する。 

（三朝町工場設置奨励条例の一部改正） 

２ 三朝町工場設置奨励条例（昭和 45 年三朝町条例第 25号）の一部を次のように改正

する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する同

表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下「改正後部分」という。）が存在する場合に

は、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しな

い場合には、当該改正後部分を加える。 

 

改正後 改正前 

  

（該当工場） （該当工場） 

第２条 奨励金は、次の各号のいずれかに

該当する工場を新設し、又は増設した者

（三朝町過疎地域における固定資産税

の課税免除に関する条例（平成 23 年三

朝町条例第 号）の規定により、固定資

産税の課税免除の対象となる者を除

く。）に対し交付する。ただし、増設の

場合は、増設の部分の施設に対しこれを

適用する。 

第２条 奨励金は、次の各号の 1 に該当す

る工場を新設し、又は増設した者に対し

交付する。ただし、増設の場合は、増設

の部分の施設に対しこれを適用する。 

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略 

２ 略 ２ 略 

  

（変更手続） （変更手続） 

第７条 奨励金の交付を受け、又は交付の

確定した工場で、次の各号のいずれかに

該当したときは、その日から 15 日以内

にその旨を事業変更届により町長に届

け出なければならない。 

第７条 奨励金の交付を受け、又は交付の

確定した工場で、次の各号の 1に該当し

たときは、その日から 15 日以内にその

旨を事業変更届により町長に届け出な

ければならない。 
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(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略 

  

（奨励金の停止及び返納） （奨励金の停止及び返納） 

第９条 奨励金の交付を受ける資格を有

する者及び奨励金の交付を受けている

者が次の各号のいずれかに該当すると

きは、奨励金を交付せず、又は減額し、

若しくは全部又は一部を返納させるも

のとする。 

第９条 奨励金の交付を受ける資格を有

する者及び奨励金の交付を受けている

者が次の各号の 1 に該当するときは、奨

励金を交付せず、又は減額し、若しくは

全部又は一部を返納させるものとする。 

 (１)～(４) 略  (１)～(４) 略 

  

 


